
［標準様式例４－３］

業 務 の 名 称 東予港整備効果検証業務

業 務 概 要

本業務は、東予港中央地区航路(-7.5m)の整備効果について現地調査結果等を
踏まえた検証を行うとともに、中長期的な航路機能確保に係る対策の検討を
行うものである。

契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並 び に そ の 所 属 す る 部 局
の 名 称 及 び 所 在 地

分任支出負担行為担当官　四国地方整備局
松山港湾・空港整備事務所長　森田　真治
愛媛県松山市海岸通２４２６－１

契 約 年 月 日 令和7年8月29日

契 約 業 者 名 （株）エコー 四国事務所

契 約 業 者 の 住 所 香川県高松市鍛冶屋町３

契 約 金 額 19,250,000円（税込み）

予 定 価 格 19,547,000円（税込み）

随 意 契 約 に よ る
こ と と し た 理 由

　本業務は、東予港中央地区航路(-7.5m)において現地調査（底泥密度計測・採
泥）し、過年度検討結果等をもとに航路整備（土砂堆積対策）の効果を検証したうえ
で、中長期的な航路機能確保の対策を検討するものである。
　現地調査のうち、底泥密度計測は可航水深の研究に係る重要なパラメータ指標で
近年注目を浴びている調査内容である。また、中長期的な航路機能確保に係る対
策の検討は埋没シミュレーションモデル等を十分に理解・解析した上で全国事例等
をもとに検討を行う事が必要である。このことから、高度・専門的な技術を要求される
業務と判断し、簡易公募型プロポーザル方式での発注とする。

業 務 場 所 －－－

業 種 区 分 建設コンサルタント業務

履 行 期 間 （ 自 ） 令和7年8月29日

履 行 期 間 （ 至 ） 令和8年2月27日

備 考

随意契約結果及び契約の内容


